
（参考） 農業労働力の構成

・常雇用：農業経営のために、あらかじめ年間７ヶ月以上の雇用期間を定めて雇い

入れた者のことをいう。

・臨時雇用：日雇・季節雇など農業経営のために臨時的に雇い入れた者のことをいう。

外国人技能実習生

・農業従事者：満15歳以上の世帯員のうち、調査
期日前１年間に自営農業に従事した者をい
う。

・農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農
業従事者）のうち、調査期日前１年間に「農業
のみに従事した世帯員」及び「農業と兼業の
双方に従事したが、農業の従事日数の方が
多い世帯員」のことをいう。

・基幹的農業従事者：農業に主として従事した世
帯員（農業就業人口）のうち、調査期日前１年
間のふだんの主な状態が「仕事に従事してい
た者」のことをいう。

販売農家

農家以外の農業事業体
（販売目的の事業体）

①農業従事者

②農業就業人口

③基幹的農業従事者

④常雇用

⑤臨時雇用（延べ数）

農家世帯員

雇用労働者

⑥常雇用

⑦臨時雇用（延べ数）

経営主等

雇用労働者

H12 H17 H22 H27

389万人 335万人 261万人 210万人

H12 H17 H22 H27
240万人 224万人 205万人 175万人

H12 H17 H22 H27
686万人 556万人 454万人 340万人

H12 H17 H22 H27※

61,943人 61,094人 70,855人 99,550人

H12 H17 H22 H27※

18,682千人日 15,124千人日 29,001千人日 18,618千人日

常雇用
計 22万人

臨時雇用
計 2,482万人日

H12 H17 H22 H27※

3,513千人日 2,424千人日 3,474千人日 6,202千人日

H12 H17 H22 H27※

52,059人 56,791人 72,164人 120,602人

H22 H27※

実人数 240,305人 -

H12 H17 H22 H27

販売農家 2,337千戸 1,963千戸 1,631千戸 1,330千戸

常雇を雇い入れている販売農家 23,612戸 21,166戸 31,772戸 40,177戸※

臨時雇を雇い入れている販売農家 298,554戸 200,147戸 412,198戸 273,943戸※

H12 H17 H22 H27※

農家以外の農業事業体（販売目的） 7,542 13,742 19,937 31,939

常雇を雇い入れている事業体 4,494 5,682 7,539 14,075

臨時雇を雇い入れている事業体 3,885 5,304 8,252 16,005

（単位:事業体）

雇用労働者を
雇い入れている事業体
21,981事業体

注：平成22年は手伝い等を含む。

※ H27から、販売農家は家族経営体、農家以外の農業事業体は組織経営体として集計（若干の販売目的以外の対象も含む）。
H22以降、「農家以外の農業事業体（販売目的の事業体）」は、別途抽出により集計しており、H27は集計中。

Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 H27

技能実習１号
（注）Ｈ17までは「研修」

1,988人 5,602人 8,153人 11,392人

技能実習２号（移行者数）
（注）Ｈ17までは「技能実習」

247人
（申請者）

2,155人 5,891人 7,785人資料：販売農家、農家以外の農業事業体は農林水産省「農業センサス」、「農業構造動態調査」、
外国人技能実習生は農林水産省就農・女性課及び(財)国際研修協力機構（JITCO)調べによる推計
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○農業分野における外国人材の受入状況 ○都道府県別の技能実習生（技能実習１号）の
受入数（平成28年度・上位25道県）
（技能実習１号全体では、12,149人） （人）

○ 農業分野における外国人材の受入数は約２.７万にとなっており、このうち約２.４万人が外国人技能実習生となっている。
いずれもこの５年で約１.７倍に増加している。

○ 平成28年度における技能実習生（技能実習１号）の受入地域としては、関東、九州、北海道が多い。都道府県別では茨城県
が最も多く、次いで長野県、熊本県、北海道の順で、愛知県は６位、岐阜県は22位、三重県は24位となっている。

（資料）法務省調べ

（参考）農業分野の技能実習２号移行者数 （人）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

耕種農業 4,998 5,510 5,537 6,325 7,077
畜産農業 1,143 1,231 1,268 1,460 1,710

計 6,141 6,741 6,805 7,785 8,787

（資料） 農林水産省調べ
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その他

総数

（資料）厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末日現在）

農業分野の外国人技能実習生の受入状況
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資資：農林水産省「農家就業動向調査」(S60～H2)、「農林業センサス」（H6）「農業構
造動態調査」(H７～12）、「農林業センサスと農業構造動態調査の組替集計」
（H16、17）、

「新規就農者調査」（H18～）
注)１．「新規自営農業就農者」とは、農家世帯員で、調査期日前１年間の生活の主な状態

が、「学生」から「自営農業への従事が主」になった者及び「他に雇われて勤務が
主」から「自営農業への従事が主」になった者。

２．「新規参入者」とは、調査期日前１年間に土地や資金を独自に調達（相続・贈与等に
より親の農地を譲り受けた場合を除く。）し、新たに農業経営を開始した経営の責
任者。平成22年の数値については、東日本大震災の影響により、岩手県、宮城
県、福島県の全域及び青森県の一部地域を除いて集計。

３．「新規雇用就農者」とは、調査期日前１年間に新たに法人等に常雇い（年間７か月
以上）として雇用されることにより、農業に従事することとなった者である（外国
人研修生及び外国人技能実習生並びに雇用される直前の就業状態が農業従事者で
あった場合を除く。

４． 平成17年以前の新規就農者数は、新規自営農業就農者のみ、平成18年以降は新規雇
用就農者と新規参入者を含んだ値。

５. 平成23年以降の調査結果は、東日本大震災の影響で調査不能となった福島県の一部
地域を除いて集計した数値。

新規就農者の動向

１９

○ 新規就農者数は、平成２８年で６万１５０人。その大半が、新規自営農業就農者（農家子弟であって、自家
農業に就農する者）。
○ 新規雇用就農者（農業法人等に雇われる形で就農する者）は、近年８千人程度で推移してきたが、平成２７
年からは１万人超え。
○ 将来の担い手として期待される４０代以下の若い就農者は、２万人前後で推移。近年、新規就農施策の効
果もあって新規参入者が大幅に増加。

う
ち
40
代
以
下

新規就農者の動向
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農業人材力強化総合支援事業の全体像 平成30年度予算概算決定額 【２３３ （２０２）億円】

所得の確保

就農準備
（高校卒業後を支援）

就農開始

法人正職員としての就農 独立・自営就農
経営確立

技術・経営力
の習得

農業次世代人材投資事業
（準備型）

機械・施設の
導入

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

就農定着に
向けた諸課題
の解決

法人側に対する
農の雇用事業

農業法人等の
次世代経営者の育成
（農の雇用事業）

農業経営塾の
創出・展開

・新規就農者間の交流会
・サポート体制の強化

スーパーＬ資金青年等就農資金（無利子）

経営体育成支援事業

農業経営者育成教育の
レベルアップ

魅力ある農業経営体の見える化
・若者の就農意欲喚起の活動
・短期就業体験
・就農相談会

が農業人材力強化総合支援事業で実施する内容

研修期間中、年間150万円を最
長２年間交付

就農希望者等に、高度な農業経
営者教育を行う機関等に対して
支援

農業法人に就職した青年に対
する研修経費として年間最大
120万円を最長２年間助成

雇用者に対する新法人設立に
向けた研修経費として年間最
大120万円を最長４年間助成
（３年目以降は最大60万円）

45歳未満で独立して自営する
認定新規就農者に対して、年
間最大150万円を最長５年間
交付

法人等の職員を次世代
経営者として育成するた
めの派遣研修経費とし
て、月最大10万円を最長
２年間助成

２０



担い手への農地利用の集積・集約化

○ 平成３０年３月末現在の担い手に対する農地利用の集積面積は、２４５．４万ha、集積率（耕地面積に占める集積
面積の割合）は５５．２％に増加。

○ 農業者の高齢化、耕作放棄地の拡大が進む中、平成２４年度から集落や地域における農業者の徹底した話し合い
を通じて、今後の地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）と中心経営体の確保状況、将来の農地利用の
あり方、農地中間管理機構の活用方針、今後（５年後、１０年後を見据えた）の地域農業のあり方を定めた「人・農地
プラン」の作成と定期的な見直しを推進。

平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

農 地 面 積 ５０４万ha ４８３万ha ４６９万ha ４５９万ha ４５０万ha ４４７万ha ４４４万ha

担い手利用面積 ８６万ha １３４万ha １８１万ha ２２６万ha ２３５万ha ２４１万ha ２４５万ha

担い手集積率 １７．１％ ２７．８％ ３８．５％ ４８．１％ ５２．３％ ５４．０％ ５５．２％

人・農地プランの作成地区数
（平成３０年３月末時点）

全 国 １５，０２３

岐阜県 ２８５

愛知県 １２２

三重県 ３１４

岐 阜 県 愛 知 県 三 重 県

農 地 面 積 ５６，３００ha ７５，７００ha ５９，３００ha

担い手利用面積 １９，４７８ha ２６，７４５ha ２１，０５８ha

担い手集積率 ３４．６％ ３５．３％ ３５．５％

２１

東海地域の担い手への農地利用の集積状況（平成２９年度）

担い手への農地利用集積の推移

担い手の農地利用面積割合
目標：平成３５年 ８割



３ 人・農地プランは、定期的な見直しが必要。

１ 人・農地プランは、人と農地の問題を解決するための「未来の設計図」。

２ 人・農地プランの様々なメリット措置。

☆ 集落・地域が抱える「人と農地の問題解決」のため、集落・地域において話し合っていただき、次のことを決めていただく。

☆ 人・農地プランに位置付けられると、

といった支援を受けることができる。

☆ プランを決めても、定期的（１年に１回）に見直してください。

◎ 一年経てば、状況は変わります。その状況を踏まえて、地域の将来展望が描けるよう見直す。

◎ 農業次世代人材投資事業（経営開始型） → 原則45歳未満の認定新規就農者で独立・自営就農する方
（※準備型（研修中）は、人・農地プランと関係なく給付します。）

◎ スーパーＬ資金の当初５年間無利子化 → 認定農業者
◎ 経営体育成支援事業 → 適切な人･農地プラン作成地区で経営改善を目指す中心経営体等の方

○ 地域の農業を発展させていくためには、人と農地の問題を一体的に解決していく必要がある。

○ それぞれの集落や地域において徹底的な話合いを行って「人・農地プラン」の作成（見直し）を進める。

☆ 農地中間管理機構に農地を貸し付けると、

〈集落における話し合いにあたって〉
○ 人・農地プランの範囲は、複数集落や学校区等のエ
リアが基本ですが、地域の実情を踏まえて旧市町村単
位や集落単位など適切なエリアに見直す。

○ 新規就農者や新規参入者（農業法人、企業等）も話
合いから参加できるよう、広報、ホームページ等を通
じてできるだけ幅広く周知する。

〈地域における話合い〉

◎ 地域の人と農地の現状
◎ 今後の地域の中心となる経営体（中心経営体）
◎ 中心経営体の確保状況
◎ 将来の農地利用のあり方（担い手に集積・集約化、担い手の分散錯圃
の解消、耕作放棄地の解消等）
◎ 農地中間管理機構の活用方針
◎ 今後の地域農業のあり方（5年後、10年後の姿を見据える）

◎ 経営転換協力金・耕作者集積協力金 → 農地を貸し付ける方
◎ 地域集積協力金 → 地域で一定割合以上の面積をまとめて貸し付ける地域

人・農地プラン（概要）

２２



農業経営の法人化と経営の多角化

２３

○ 法人経営体数は、平成２７年に１８，８５７法人となり、この１０年で２倍以上増加。

○ 平成２７年の法人経営体の約４割が６次産業化に取り組んでおり、その８割が直接販売を、４割が農産物の加工を
実施。

（単位：法人、％）

8,114 6,557 3,291 575 674 104 406 211 
(100) (81) (41) (7) (8) (1) (5) (3)

2,675 2,316 899 192 68 29 77 61 
(100) (87) (34) (7) (3) (1) (3) (2)

950 716 478 106 50 12 47 14 
(100) (75) (50) (11) (5) (1) (5) (1)

829 700 308 48 149 7 30 21 
(100) (84) (37) (6) (18) (1) (4) (3)

835 711 440 98 257 21 57 30 
(100) (85) (53) (12) (31) (3) (7) (4)

561 488 90 19 56 2 16 26 
(100) (87) (16) (3) (10) (0) (3) (5)

964 729 419 31 38 21 109 18 
(100) (76) (43) (3) (4) (2) (11) (2)

農業生産関連事業
を行っている

（法人経営体の
43％）

消費者に
直接販売

農産物
の加工

貸農園・
体験農園

等
観光農園 農家民宿

農家
レストラン

海外へ
の輸出

経営体数

稲作

露地野菜

施設野菜

果樹類

花き・花木

畜産

法人経営体の経営の多角化（平成２７年）

【政策目標】

２０２３（平成３５）年までに、法人経営体数を２０１０（平成２２）年
の約４倍の５万法人に増加
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（備考） 農林水産省統計部「農林業センサス」（組替集計）により作成。



 農業経営を法人化すると、経営管理が徹底、安定雇用の確保、円滑な経営継承につながる。

 2023年度に法人経営体を５万にすることを目標に農業経営の法人化を推進中。

農業経営の法人化の推進

（法人）

 法人化の推進方策 法人経営体数の推移

資料：農林業センサス、農業構造動態調査
 法人化のメリット

経営管理 ・ 経営管理が徹底され、家計との分離が可能となる

経営判断
できる体制

・ 役職員による組織的な経営判断が可能となる

経営の継承
・ 次期社長等の早期選定等を行い円滑に経営を継承してい
くことが可能となる

投資財源
の確保

・ 出融資や税制特例の活用による適切な投資が可能となる

雇用の確保

・ 雇用労働力の活用等による生産規模の拡大、販売・加工
への進出が可能となる

・ 若年層の雇用により役職員の年齢構成を世代間バランス
の取れたものとすることが可能となる

円滑な法人化への移行支援

相談対応
・ 都道府県段階で法人化推進体制を
整備し、税理士等の専門家の派遣や相
談対応を実施

法人化メリットの
周知

・ 法人化が期待される個別経営等に
対して、法人化メリット等を周知するた
めのセミナー等を開催

法人化が促進される環境整備

農地の集積・集約化
・ 農地中間管理機構を通じた農地の
集積・集約化により、経営規模を拡大

人材の確保
・ 雇用就農者への研修を支援（農の雇
用事業）し、人材を確保

資金の借入れ
・ 農地、施設・機械の取得等のための
低利長期資金（スーパーＬ資金）により、
事業の成長・発展を促す

集落営農等の
法人化・組織化

・ 必要経費の一部を支援することで、
集落営農等の法人化・組織化を促進
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全 国 東 海 岐 阜 愛 知 三 重

平成２１年 １３，４３６ ７７８ ３０２ ２２２ ２５４

平成２２年 １３，５７７ ７８１ ３０６ ２２０ ２５５

平成２３年 １４，６４３ ８２９ ３３１ ２１３ ２８５

平成２４年 １４，７４２ ８５３ ３３８ ２２２ ２９３

平成２５年 １４，６３４ ７４０ ３４２ １０４ ２９４

平成２６年 １４，７１７ ７５４ ３４０ １１６ ２９８

平成２７年 １４，８５３ ７６２ ３４１ １１５ ３０６

平成２８年 １５，１３４ ７６４ ３４３ １１０ ３１１

平成２９年 １５，１３６ ７５５ ３４２ １０９ ３０４

平成３０年 １５，１１１ ７５７ ３４４ １０９ ３０４

全 国 東 海 岐 阜 愛 知 三 重

平成２１年 １，８０２ ８２ ５８ １ ２３

平成２２年 ２，０３８ ９０ ６３ １ ２６

平成２３年 ２，３３２ ９６ ６４ １ ３１

平成２４年 ２，５９３ １１６ ７８ ２ ３６

平成２５年 ２，９１６ １３０ ９０ ３ ３７

平成２６年 ３，２５５ １４８ ９８ ５ ４５

平成２７年 ３，６２２ １６８ １１１ ５ ５２

平成２８年 ４，２１７ ２１２ １４５ ５ ６２

平成２９年 ４，６９３ ２５２ １７６ ７ ６９

平成３０年 ５，１０６ ２７４ １９１ ８ ７５

全 国 東 海 岐 阜 愛 知 三 重

平成２１年 １３．４ １０．５ １９．２ ０．５ ９．１

平成２２年 １５．０ １１．５ ２０．６ ０．５ １０．２

平成２３年 １５．９ １１．６ １９．３ ０．５ １０．９

平成２４年 １７．６ １３．６ ２３．１ ０．９ １２．３

平成２５年 １９．９ １７．６ ２６．３ ２．９ １２．６

平成２６年 ２２．１ １９．６ ２８．８ ４．３ １５．１

平成２７年 ２４．４ ２２．０ ３２．６ ４．３ １７．０

平成２８年 ２７．９ ２７．７ ４２．３ ４．５ １９．９

平成２９年 ３１．０ ３３．４ ５１．５ ６．４ ２２．７

平成３０年 ３３．８ ３６．２ ５５．５ ７．３ ２４．７

集落営農数の推移 法人の集落営農数の推移 集落営農に占める法人の割合の推移
単位：集落営農 単位：集落営農

単位：％

資料：農林水産省大臣官房統計部「集落営農実態調査」

○ 平成３０年２月１日時点の集落営農の数は１５，１１１で、このうち法人の集落数は５，１０６、集落営農に占める
法人の割合は３３．８％となった。

○ 集落営農が任意組織のままでは、法人格、経営体制、投資財源や雇用の確保等の面で、経営・地域農業の発
展を図っていくのに限界。この意味で、任意組織としての集落営農は、法人化に向けて準備・調整期間と考え、
法人化を実現していくことが重要。

集落営農の組織化・法人化

２５
注：東日本大震災の影響により営農活動を休止している又は営農活動の状況が把握できなかった宮城県及び福島県の集落営農は、調査結果に含まれていない。


